
                    法人県民税・法人事業税等の税率について       （R3.5 鳥取県） 

 

■均等割の税率                                                      

法人の区分 
税  率 

平成20年4月 1日から令和5年3月31日までに開始する事業年度 

資本金等の額が 50億円を超える法人 840,000 
資本金等の額が 10億円を超え 50億円以下の法人 567,000 
資本金等の額が 1億円を超え 10億円以下の法人 136,500 
資本金等の額が 1,000万円を超え 1億円以下の法人 52,500 
資本金等の額が 1,000万円以下の法人、公益法人等 21,000 

■法人税割の税率 

法人の区分 
税  率 

平成 26年 10月 1日から令和元年 9
月 30日までに開始する事業年度 

令和元年 10月 1日から令和８年３月
31日までに開始する事業年度 

次のいずれかに該当する法人 
・資本金の額または出資金の額が１億円を超える法人 
・課税標準となる法人税額が年 1,000万円を超える法人 
・保険業法に規定する相互会社 

４．０％ １．８％ 

上記以外の法人 ３．２％ １．０％ 

   
 

事業の区分 法人等の区分 所得等の区分 

税  率 

平成28年4月１日か
ら令和元年9月30日
までに開始する事業

年度 

令和元年10月 1日
から令和２年３月
31日までに開始す

る事業年度 

令和２年４月1
日以後に開始
する事業年度 

１ 
２、３以外の事

業 

外形標準課税法人 

普通法人 
(資本金１億円超) 

所得のうち年400万円以下の金額 ０．３％ ０．４％ 

所得のうち年400万円を超え800万円
以下の金額 

０．５％ ０．７％ 

所得のうち年800万円を超える金額 ０．７％ １．０％ 

３以上の都道府県に事務所・事業所が
ある法人の所得 

０．７％ １．０％ 

付加価値額 １．２％ 

資本金等の額 ０．５％ 

普通法人 
(資本金１億円以下) 

 
一般の法人、 
一般社団・一般

財団法人など 

所得のうち年400万円以下の金額 ３．４％ ３．５％ 

所得のうち年400万円を超え800万円

以下の金額 
５．１％ ５．３％ 

所得のうち年800万円を超える金額 ６．７％ ７．０％ 

資本金の額又は出資金の額が1,000万
円以上で３以上の都道府県に事務所・
事業所がある法人の所得 

６．７％ ７．０％ 

特別法人 
 
協同組合、信 
用金庫、医療 

法人など 

所得のうち年400万円以下の金額 ３．４％ ３．５％ 

所得のうち年400万円を超える金額 ４．６％ ４．９％ 

資本金の額又は出資金の額が1,000万
円以上で３以上の都道府県に事務所・
事業所がある法人の所得 

４．６％ ４．９％ 

２ 
電気供給業（３の事業を除く）、ガス
供給業、保険業 

収入金額 ０．９％ １．０％ 

３ 

電気供給業 

発電事業、小売
電気事業、特定

卸供給事業※ 
 

外形標準課税法人 

普通法人 
(資本金１億円超)  

収入金額 ０．９％ １．０％ ０．７５％ 

付加価値額 ― ０．３７％ 

資本金等の額 ― ０．１５％ 

普通法人 
(資本金１億円以下) 

 
特別法人 

収入金額 ０．９％ １．０％ ０．７５％ 

所得金額 ― １．８５％ 

※令和3年度改正において、電気供給業のうち配電事業及び特定卸供給事業に係る課税方式が定められました（R4.4.1以後終了事業年度から適用）（裏面参照）。 
 

    

課税標準 

税  率 

平成28年4月１日から令和元年9

月30日までに開始する事業年度 

令和元年10月 1日以後に 

開始する事業年度 

外形標準課税法人（資本金１億円超の普通法人）の法人事業税所得割額 ４１４．２％ 

廃止 外形標準課税法人以外の法人の法人事業税所得割額 
４３．２％ 

収入金額課税法人の法人事業税収入割額 
・平成20年10月1日から令和元年9月30日までに開始する事業年度について地方法人特別税が課税されます。 

 
 

課税標準 法人等の区分 

税  率 
令和元年10月 1日から令

和２年３月31日までに開
始する事業年度 

令和２年４月１日

以後に開始する事
業年度 

法人事業税所得割額 
(発電事業、小売電気事業、特定卸供
給事業※に係る所得割額を除く)  

外形標準課税法人（資本金１億円超の普通法人） ２６０．０％ 
外形標準課税法人以外の普通法人   ３７．０％ 
外形標準課税法人以外の特別法人   ３４．５％ 

法人事業税収入割額 

電気供給業（下欄に掲げるものを除く）、ガス供給業、保
険業を行う収入金額課税法人 

 ３０．０％ 

電気供給業（発電事業、小売電気事業、特定卸供給事業※）
を行う収入金額課税法人 

 ３０．０％ ４０．０％ 

・令和元年10月1日以後に開始する事業年度から特別法人事業税が課税されます。 

法人県民税 

法人事業税 

地方法人特別税 

特別法人事業税 


